
一般社団法人・一般財団法人の
課税上の問題

﹇
1
﹈
は
じ
め
に

平
成
18
年
の
公
益
法
人
制
度

改
革
は
、
公
益
法
人
を
公
益
活

動
の
主
体
と
す
る
た
め
に
、
法

人
の
設
立
と
公
益
性
の
判
断
を

分
離
さ
せ
る
制
度
と
し
て
、
一

般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人

（
以
下
、
一
般
社
団
法
人
等
と

す
る
）
は
登
記
の
み
で
設
立
さ

れ
、
公
益
目
的
事
業
の
実
施
を

主
目
的
と
す
る
一
定
の
一
般
社

団
法
人
等
に
つ
い
て
は
、
行
政

庁
が
公
益
性
の
認
定
を
判
定

し
、
認
定
を
受
け
た
も
の
に
つ

い
て
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財

団
法
人
（
以
下
、
公
益
社
団
法

人
等
と
す
る
）
と
す
る
制
度
が

導
入
さ
れ
た
。
制
度
の
導
入
に

伴
い
法
人
税
法
の
改
正
が
行
わ

れ
、
公
益
認
定
を
受
け
て
い
な

い
一
般
社
団
法
人
等
の
う
ち
、

一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
も
の

は
非
営
利
法
人
と
し
て
収
益
事

業
課
税
が
適
用
さ
れ
、
普
通
法

人
よ
り
も
税
制
面
で
優
遇
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
。
非
営
利
型

の
一
般
社
団
法
人
等
に
該
当
す

る
た
め
の
要
件
は
、
公
益
社
団

法
人
等
の
よ
う
に
申
請
・
認
可

が
必
要
と
さ
れ
ず
、
要
件
を
満

た
せ
ば
自
動
的
に
非
営
利
型
法

人
に
該
当
す
る
。
収
益
事
業
課

税
に
よ
る
優
遇
を
受
け
る
た
め

の
条
件
が
公
益
法
人
改
革
前
よ

り
も
低
く
な
っ
た
と
い
え
る
。

さ
ら
に
、
近
年
は
一
般
社
団
法

人
等
が
相
続
税
の
負
担
回
避
策

に
も
用
い
ら
れ
て
お
り
、
一
般

社
団
法
人
等
の
制
度
に
つ
い

て
、
そ
の
問
題
点
を
確
認
し

た
。

﹇
2
﹈
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
の
課
税

上
の
問
題

⑴
公
益
社
団
法
人
等
・
一
般
社

団
法
人
等
の
法
人
税
法
上
の

取
扱
い

公
益
社
団
法
人
等
及
び
一
般

社
団
法
人
等
は
、
法
人
税
法
上

次
の
通
り
に
取
り
扱
わ
れ
る
。

①

公
益
認
定
を
受
け
た

公
益
社
団
法
人
等
…
公

益
法
人
等
と
し
て
収
益

事
業
の
み
に
課
税
さ

れ
、
公
益
目
的
事
業
に

該
当
す
る
事
業
に
つ
い

て
は
収
益
事
業
に
該
当

し
な
い
。

②

公
益
認
定
を
受
け
て

い
な
い
一
般
社
団
法
人

等
の
う
ち
、
非
営
利
型

法
人
の
要
件
を
満
た
す

も
の
…
公
益
法
人
等
と

し
て
収
益
事
業
の
み
に

課
税
さ
れ
る
。

③

②
以
外
の
一
般
社
団

法
人
等
…
普
通
法
人
と

し
て
全
所
得
課
税
が
適

用
さ
れ
る
。

⑵
収
益
事
業
課
税
に
つ
い
て

内
国
法
人
で
あ
る
公
益
法
人

等
又
は
人
格
の
無
い
社
団
等

は
、
法
人
税
法
上
収
益
事
業
の

み
に
課
税
す
る
と
規
定
さ
れ
て

い
る
（
法
7
）。
収
益
事
業
と

は
、
販
売
業
、
製
造
業
そ
の
他

の
事
業
で
、
法
令
5
①
に
34
種

類
の
事
業
が
限
定
列
挙
と
し
て

提
示
さ
れ
て
い
る
。
限
定
列
挙

の
た
め
、
公
益
法
人
等
が
行
う

事
業
が
34
種
類
に
該
当
し
な
い

場
合
に
は
、
付
随
行
為
に
該
当

す
る
場
合
を
除
き
、
法
人
税
は

課
税
さ
れ
な
い
。
な
お
、
公
益

社
団
法
人
等
は
、
そ
の
行
う
事

業
が
公
益
目
的
事
業
に
該
当
す

る
場
合
に
は
、
当
該
事
業
が
34

事
業
に
含
ま
れ
る
場
合
で
あ
っ

て
も
、
収
益
事
業
に
該
当
し
な

い
（
法
令
5
②
）。

⑶
公
益
社
団
法
人
等

準
則
主
義
に
よ
り
登
記
の
み

で
設
立
さ
れ
た
一
般
社
団
法
人

等
が
公
益
社
団
法
人
等
に
な
る

た
め
に
は
、
公
益
目
的
事
業
に

係
る
収
入
が
費
用
を
超
え
な
い

こ
と
、
公
益
目
的
事
業
の
比
率

が
50
％
以
上
に
な
る
こ
と
、
遊

休
財
産
額
が
一
定
額
を
超
え
な

い
こ
と
等
の
基
準
を
満
た
し
、

行
政
庁
か
ら
公
益
認
定
を
受
け

る
必
要
が
あ
る
（
認
定
法
4
、

5
）。

⑷
非
営
利
型
の
一
般
社
団
法
人

等一
般
社
団
法
人
等
が
非
営
利

型
の
一
般
社
団
法
人
等
に
該
当

す
る
た
め
に
は
、
非
営
利
性
が

徹
底
さ
れ
た
法
人
（
法
令
3
①

に
定
め
る
法
人
）
で
、
次
の
①

か
ら
④
の
要
件
を
全
て
満
た
す

必
要
が
あ
る
（
非
営
利
型
法
人

に
は
、
共
益
的
活
動
を
目
的
と

す
る
法
人
（
法
令
3
②
に
定
め

る
法
人
）
も
あ
る
）。

①

定
款
に
剰
余
金
の
分

配
を
行
わ
な
い
定
め
が

あ
る
こ
と
。

②

定
款
に
解
散
し
た
と

き
は
残
余
財
産
を
国
等

又
は
公
益
社
団
法
人
等

に
帰
属
す
る
定
め
が
あ

る
こ
と
。

③

特
定
の
個
人
ま
た
は

団
体
に
特
別
の
利
益
を

与
え
な
い
こ
と
。

④

理
事
及
び
理
事
の
配

偶
者
ま
た
は
親
族
等
の

特
殊
関
係
に
あ
る
理
事

の
合
計
数
が
、
理
事
の

総
数
の
3
分
の
1
以
下

で
あ
る
こ
と
。

全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、
特
段
の
手
続
き
無
く

非
営
利
型
法
人
に
該
当
す
る
こ

と
と
な
り
、
収
益
事
業
課
税
が

適
用
さ
れ
る
が
、
要
件
を
一
つ

で
も
満
た
さ
な
く
な
っ
た
場
合

に
は
、
自
動
的
に
普
通
法
人
と

し
て
取
り
扱
わ
れ
る
一
般
社
団

法
人
等
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

る
。
公
益
社
団
法
人
等
と
異
な

り
、
一
般
社
団
法
人
等
が
収
益

事
業
課
税
の
適
用
を
受
け
る
た

め
に
特
別
な
申
請
・
認
可
等
の

手
続
き
は
必
要
と
さ
れ
て
お
ら

ず
、
法
人
が
自
ら
そ
の
要
件
を

満
た
せ
ば
、
非
営
利
型
法
人
に

該
当
す
る
。

⑸
公
益
社
団
法
人
等
と
非
営
利

型
の
一
般
社
団
法
人
等
の
比

較公
益
社
団
法
人
等
に
該
当
す

る
た
め
の
公
益
認
定
の
要
件

は
、
非
営
利
型
の
一
般
社
団
法

人
等
の
要
件
よ
り
厳
し
く
、
さ

ら
に
、
内
閣
府
等
の
認
定
を
受

け
る
必
要
が
あ
り
、
認
定
後
も

事
業
年
度
ご
と
に
収
支
内
容
等

の
報
告
を
行
う
事
が
義
務
と
さ

れ
て
い
る
。
公
益
社
団
法
人
等

は
公
益
目
的
事
業
が
法
人
税
法

上
の
収
益
事
業
で
あ
っ
て
も
法

人
税
が
課
税
さ
れ
な
い
と
い
う

利
点
が
あ
る
も
の
の
、
公
益
社

団
法
人
等
に
な
る
た
め
に
申
請

・
認
可
が
必
要
で
あ
る
こ
と
等

の
制
約
が
あ
る
た
め
、
相
続
税

負
担
回
避
を
目
的
と
し
た
公
益

社
団
法
人
等
の
利
用
は
想
定
し

難
い
と
思
料
さ
れ
る
。

一
方
、
非
営
利
型
の
一
般
社

団
法
人
等
は
公
益
社
団
法
人
等

よ
り
も
制
限
が
少
な
い
上
に
、

認
定
を
受
け
る
必
要
が
無
く
、

一
定
要
件
を
満
た
す
こ
と
に
よ

り
自
動
的
に
収
益
事
業
課
税
の

適
用
を
受
け
る
事
が
出
来
る
。

特
に
、
公
益
社
団
法
人
等
に
は

遊
休
財
産
額
の
制
限
が
設
け
ら

れ
て
い
る
が
、
一
般
社
団
法
人

等
に
は
利
益
の
内
部
留
保
に
法

令
上
の
制
限
が
無
く
、
非
営
利

型
の
一
般
社
団
法
人
等
の
大
き

な
利
点
で
あ
り
、
相
続
税
の
負

担
回
避
に
利
用
さ
れ
る
要
因
に

な
っ
た
と
い
え
る
。

⑹
非
営
利
型
の
一
般
社
団
法
人

の
特
徴

一
般
社
団
法
人
が
非
営
利
型

法
人
（
非
営
利
性
が
徹
底
さ
れ

た
法
人
）
に
該
当
す
る
た
め
の

最
低
要
件
は
次
の
3
点
と
考
え

ら
れ
る
。

①

定
款
に
剰
余
金
の
分

配
を
し
な
い
旨
及
び
解

散
時
に
残
余
財
産
を
国

等
に
寄
附
す
る
旨
を
記

載
。

②

理
事
を
3
人
以
上
設

置
し
、
同
族
関
係
者
以

外
の
者
を
2
名
と
す
る
。

③

特
定
の
個
人
又
は
法

人
等
に
特
別
の
利
益
を

提
供
し
な
い
。

な
お
、
一
般
社
団
法
人
の
最

高
議
決
機
関
で
あ
る
社
員
総
会

を
構
成
す
る
社
員
に
つ
い
て

は
、
非
営
利
法
人
に
該
当
す
る

た
め
の
要
件
と
し
て
、
そ
の
構

成
に
法
令
上
の
制
限
が
無
い
。

従
っ
て
、
社
員
の
全
て
が
同
族

関
係
者
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、

同
族
関
係
者
の
理
事
の
合
計
数

が
理
事
の
総
数
の
3
分
の
1
以

下
で
あ
れ
ば
、
非
営
利
型
法
人

と
し
て
の
税
制
優
遇
措
置
を
受

け
る
事
が
可
能
と
な
る
。
そ
の

た
め
、
実
質
的
に
は
同
族
会
社

と
同
様
の
意
思
決
定
が
行
わ
れ

る
こ
と
と
な
り
、
公
益
活
動
と

い
う
よ
り
も
む
し
ろ
、
同
族
関

係
者
の
利
益
の
た
め
の
活
動
を

し
て
い
る
と
思
わ
れ
、
普
通
法

人
と
同
様
の
状
況
下
で
運
営
さ

れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
公
益
法
人
と
し

て
収
益
事
業
課
税
の
優
遇
を
受

け
る
こ
と
と
な
る
。
余
剰
金
の

分
配
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
非

営
利
型
法
人
が
取
り
消
さ
れ
る

も
の
の
、
理
事
又
は
使
用
人
報

酬
の
支
給
な
ど
の
方
法
で
、
一

般
社
団
法
人
の
内
部
留
保
を
恣

意
的
に
同
族
関
係
者
に
配
分
す

る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
従
っ

て
、
本
来
は
理
事
で
は
な
く
社

員
の
構
成
に
よ
っ
て
同
族
関
係

者
に
よ
る
私
的
支
配
の
有
無
を

判
断
す
る
こ
と
が
合
理
的
と
思

わ
れ
る
が
、
平
成
30
年
度
の

「
税
制
改
正
の
解
説
」
で
は
社

員
の
数
に
よ
る
判
定
は
技
術
的

に
難
し
い
と
判
断
し
て
い
る
と

み
ら
れ
る
。

私
的
支
配
の
有
無
に
つ
い

て
判
定
す
る
も
の
で
す

が
、「
社
員
」
で
は
な
く

「
理
事
」
の
数
に
よ
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
一
般
社
団
法
人
に
お

け
る
社
員
総
会
は
最
高
意

思
決
定
機
関
で
は
あ
る
も

の
の
、
業
務
は
理
事
が
執

行
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お

り
、
運
営
上
の
支
配
権
は

理
事
に
よ
っ
て
判
定
す
る

こ
と
が
適
当
と
考
え
ら
れ

る
た
め
で
す
。（
中
略
）
ま

た
、「
社
員
」
は
法
人
で

あ
る
場
合
も
あ
り
ま
す

が
、
理
事
に
就
任
で
き
る

の
は
自
然
人
の
み
で
あ
る

こ
と
、
一
般
財
団
法
人
に

は
「
社
員
」
に
相
当
す
る

も
の
が
な
い
こ
と
、
理
事

は
登
記
事
項
と
さ
れ
て
い

る
こ
と
等
か
ら
、
執
行
上

の
簡
明
さ
に
も
鑑
み
、
私

的
支
配
基
準
の
判
定
は
理

事
の
数
に
よ
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
も
の
で
す
1
。

⑺
特
定
の
一
般
社
団
法
人
等
に

対
す
る
相
続
税
の
課
税
規
定

非
営
利
型
法
人
の
要
件
に
つ

い
て
、
社
員
の
数
に
よ
る
判
定

が
行
わ
れ
な
い
限
り
は
、
上
記

の
例
示
の
よ
う
に
、
同
族
関
係

者
で
実
質
的
に
支
配
し
た
非
営

利
型
法
人
の
設
立
は
比
較
的
容

易
と
い
え
る
。

平
成
30
年
度
税
制
改
正
で

は
、
一
般
社
団
法
人
等
が
実
質

的
に
特
定
の
一
族
で
支
配
さ
れ

て
い
る
等
の
要
件
に
該
当
す
る

場
合
に
は
、
当
該
一
般
社
団
法

人
等
の
一
定
の
純
資
産
額
を
理

事
の
死
亡
時
に
当
該
一
般
社
団

法
人
等
が
遺
贈
を
受
け
た
も
の

と
み
な
し
て
、
相
続
税
を
課
す

る
規
定
が
新
設
さ
れ
た
（
相
法

66
の
2
）。

こ
の
規
定
は
、
一
般
社
団
法

人
等
を
利
用
し
た
相
続
税
負
担

回
避
策
を
防
止
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
創
設
さ
れ
た
が
、
特

殊
関
係
に
あ
る
理
事
の
合
計
数

が
理
事
の
総
数
の
2
分
の
1
を

超
え
る
場
合
に
適
用
さ
れ
る
と

規
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
非
営

利
型
法
人
の
要
件
よ
り
も
緩
や

か
に
定
め
ら
れ
て
い
る
。
ま

た
、
非
営
利
型
の
一
般
社
団
法

人
等
に
は
適
用
さ
れ
な
い
た

め
、
一
般
社
団
法
人
等
に
財
産

を
移
転
す
る
こ
と
に
よ
る
相
続

税
負
担
回
避
の
防
止
策
と
し

て
、
十
分
に
は
機
能
し
て
い
な

い
か
と
思
わ
れ
る
。

﹇
3
﹈
お
わ
り
に

公
益
法
人
制
度
改
革
に
よ
り

非
営
利
型
法
人
の
設
立
が
容
易

に
な
っ
た
こ
と
で
、
例
え
ば
、

公
益
的
活
動
は
行
っ
て
は
い
な

い
も
の
の
、
利
益
分
配
を
目
的

と
し
な
い
学
術
団
体
や
同
業
者

団
体
の
よ
う
な
共
益
的
活
動
を

行
う
団
体
に
つ
い
て
も
、
収
益

事
業
課
税
の
適
用
が
可
能
と
な

り
、
制
度
改
革
の
利
点
を
享
受

し
て
い
る
団
体
も
多
く
存
在
す

る
と
思
わ
れ
る
。

一
方
、
相
続
税
の
租
税
回
避

を
目
的
と
し
た
一
般
社
団
法
人

等
の
利
用
は
、
公
益
法
人
制
度

改
革
が
影
響
し
た
と
考
え
ら

れ
、
制
度
改
革
の
本
来
の
目
的

か
ら
逸
脱
し
た
方
向
に
進
ん
で

い
る
面
も
み
ら
れ
る
。

平
成
30
年
度
税
制
改
正
で
創

設
さ
れ
た
一
般
社
団
法
人
等
に

対
す
る
相
続
税
の
課
税
は
、
租

税
回
避
を
目
的
と
す
る
一
般
社

団
法
人
等
の
利
用
を
防
止
す
る

事
を
目
的
と
し
て
創
設
さ
れ
た

が
、
今
回
の
改
正
の
内
容
は
非

営
利
型
法
人
に
は
適
用
さ
れ
な

い
た
め
、
今
後
の
税
制
改
正
に

よ
り
租
税
回
避
の
防
止
策
が
拡

大
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
社
員
に
よ
る

法
人
の
実
質
支
配
の
判
定
は
難

し
い
と
判
断
し
て
い
る
所
が
み

ら
れ
、
ど
の
よ
う
な
形
で
租
税

回
避
防
止
策
を
拡
充
す
る
か
ど

う
か
に
つ
い
て
、
現
状
は
不
透

明
と
感
じ
ら
れ
た
。

1

財
務
省
（
2
0
1
8
）『
平
成

30
年
度

税
制
改
正
の
解
説
』

5
6
9
頁
。

小飯田浩伸〔新宿〕

日
本
税
務
会
計
学
会

平
成
30
年
10
月
月
次
研
究
会
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